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大学コンソーシアム機能における施設相互利用の実態と課題 
 
岩崎 保道 
同志社大学大学院生 
 
はじめに 
 
 本稿は、大学コンソーシアム機能における施設相互利用の実態や活用方策の可能性を検
討するものである。 
大学コンソーシアムの役割は、複数機関と連携を持つことで、大学の機能を最大限に活
かす可能性を持つが、目的や事業内容は組織によって異なる。大学が単体で事業活動を行
うより、複数大学や機関がネットワークを形成し、協同して何らかの目的や方向性を持つ
ことは、基本的に有意義な発想と考える。特に、少子化や私立大学の増加など、市場環境
の変化の中、大学コンソーシアムをうまく活用することは、大きな意義があると考える。 
現段階において、私立大学数が増加する潮流の中、全国各地で大学コンソーシアムの立
ち上げや加盟校の増加など、全国的に一種のブームのような盛り上がりの気運さえ感じる。 
2009 年 1 月現在、全国大学コンソーシアム協議会に加盟する組織は 40 にも及ぶ。 
この環境下において、筆者の研究動機となる次の疑問がある。大学コンソーシアムの機
能は、｢教育サービスの補完機能｣、スケールメリットなどの期待が持てる。その中で、施
設相互利用の活用の可能性はあるのだろうか。同機能を活用することにより、管理経費の
削減を図ることができるのではないか。さらに、問題点や改善を要する点はないのか。 
 筆者は、私立短大の職員として、これまで勤務校の地域貢献事業に関わってきた。また、
2007 年度に勤務校が地域の大学コンソーシアムに加盟したため、その機能や役割に大きな
関心を持っている。さらに、大学コンソーシアムの加盟校においても、その在り方や活用
策は重要である。従って、本稿の検討は、高等教育研究にとって有意義であると考える。 
以上の研究動機や筆者の立場から、標記の課題を次の展開により取り組む。 
第一に、大学コンソーシアムの機能を考察したうえで、施設相互利用に対する期待を述
べる。大学コンソーシアムの機能とは、｢教育サービスの補完機能｣、スケールメリットな
どである。また、地域貢献や加盟大学の学生支援、教員支援を目的に掲げる組織が多い。 
 第二に、高等教育研究で先進国である米国の大学コンソーシアムの状況を紹介する。 
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米国では、マイノリティー（小規模校）の大学が大学の事務共通化による生残りを図っ
ている。本稿では、カリフォルニア州のクレアモント大学群がコンソーシアム機能をうま
く活用し、管理経費の削減に成功した事例を紹介する。 
 第三に、2007 年に大学コンソーシアム組織を対象に行った施設相互利用に関するアンケ
ート調査報告を行う。その調査結果により、日本では、大学コンソーシアムにおける施設
利用は、広く活用されていないことがわかった。また、管理経費の削減を目的とした有償
の事業を行っている事例は 1 件のみであった。 
 本稿の考察を通じ、｢施設相互利用度が低い要因を明確にする必要がある｣、｢施設相互利
用を活用する大学コンソーシアム組織は、経費削減にどの程度の効果があったか｣などの新
たに検討すべき課題が生じた。 
従って、本稿の研究成果は、中間報告としての位置付けを持つものである。 
 
 
1. 日本の大学コンソーシアムの機能 
 
1.1 日本の大学コンソーシアムの機能 
大学コンソーシアム組織のウエブサイトをみると、学生支援、教員支援、地域貢献、国
際交流など、多様な目的を掲げている。全国大学コンソーシアム協議会は、｢大学コンソー
シアムは、大学を超えた連携型教育・研究は、今や一つの形態として大学教育の一角を担
うようになりました｣と述べており、高等教育の重要な手段であることを強調している 1)。 
 大学コンソーシアムの役割について、図 1 を使い整理したい。 
第一に、各大学の教育サービスの補完機能が期待できる。A 大学にはなくて、B 大学が
開講する授業がある場合、あるいは B 大学にはなくて、C 大学が保有する施設があるとす
る。大学コンソーシアムは、前者は単位互換、後者は施設を共同利用することができる。
そうすることで、これまで大学が単独で実施できない教育サービスのフィールドが拡大で
きる。大学コンソーシアムの最も基本的で大きな機能であると考える。この考え方は、経
営コストの削減につながる。丸山は、｢個々の大学は、人的物的大学資源をさらに有効利用
する方策を模索しなければならない。その一つのあり方として、コンソーシアムの設立と
その利用を挙げておきたい。単位互換、教育施設の共同利用又は物品の共同購入や事務業 
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図 1 大学コンソーシアムのイメージ 
 
務の外部委託の共同化などによってコスト削減が必要である｣と述べている 2)。これは、大
学コンソーシアムが各大学の保有する教育資源及び経営資源を共同活用することで、総体
的な経費削減を図ることを目指すものである。 
第二に、大学事業の重複部分を複数の学校が共同運営することで、その機能や効果を拡
大したり、活性化させるなどのスケールメリットが期待できる。各大学の建学の精神やミ
ッションが異なっていても、基本的な学生支援策や人的資源の活性化策など、運営機能は
共通する部分が多いため、このような方策をとることが可能になる。ただし、各大学の独
立採算制の上での共同事業になるため、相応の相互理解や協力体制が前提となる。 
なお、黒沢は、｢コンソーシアムは、各大学の建学の精神、理念を尊重しつつ連携によっ
て一校ではできない新しい知の創造を目指すものである｣と延べ、大学が知を集結すること
によって、新しい知を生み出す機能を指摘している 3)。 
 第三に、大学コンソーシアムを中心とした地域振興や生涯学習の観点から、地域貢献事
業を活性化させる期待が持てる。2005 年の中央教育審議会の答申では、高等教育の量的変
化の動向に関して、｢地方における高等教育の支援や地域振興に資するため、高等教育機関
相互のコンソーシアム（共同事業体）形成支援（中略）が重要と考えられる｣としている 4)。 
同答申は、｢公開講座をはじめとする各種の大学開放を通じ、質的に高度で体系的かつ継
続的な学習機会を提供する者として、高等教育機関やコンソーシアムが重要な役割を果たす
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ことが期待される｣とも述べ、大学コンソーシアムの機能を地域貢献に結び付けている 5)。 
 
1.2 大学コンソーシアム機能における施設相互利用に対する期待 
 前項の通り、大学コンソーシアムは、複数の機能を果たす可能性があることがわかった。 
筆者は、｢大学コンソーシアムが各大学の保有する教育資源及び経営資源を共同活用する
ことで、総体的な経費削減を図ることを目指すものである｣と前述したが、特に、施設相互
利用に対する関心を持つ。同機能を活用することで、管理経費の支出を抑制させ、大学財
政に寄与することはできないだろうか。 
大学コンソーシアム機能は、教育・研究分野だけではなく、財務にも効果をもたらすシ
ステムと考える。冒頭で触れたように、近年の大学運営を巡る経営環境は、激変しており、
財政上の収支バランスが強く要求されている。特に、安定的な収入の確保と支出抑制が予
算管理上の必須事項であろう。そのため、大学コンソーシアム機能を活用した管理経費の
削減は、基本的に有益な政策と思われる。管理経費とは、例えば、図書館、ブックストア、
広報、警備、会計、人事、情報サービス、不動産管理、リスク管理、共通利用の食堂、キ
ャンパスの管理など、広範囲にわたる。これらは、固定費に属する費目が多く、使用頻度
が少なくても、経常的に一定の経費支出を伴う項目である。 
また、学生及び教員の施設相互利用は、利益目的ではなく、教育・研究分野への貢献に
つながるとの解釈ができよう。 
さらに、別の観点より捉えると、教育機関を地域のインフラ施設と位置付け、学生や教
職員だけでなく、地域住民が広く利用する施設の役割を持たせる考え方ができる。大学が
補助金など公的資金の交付を受けている状況を考慮すると、前項で紹介した中央教育審議
会の答申で述べた大学開放は、地域振興の意図も内包されていると思われる。 
 次章では、高等教育研究の先進国である米国の事例を紹介する。米国では、大学コンソ
ーシアム機能における施設相互利用がどのような効果を果たしているのか参考としたい。 
 
 
2. 米国における大学コンソーシアム 
 
2.1 米国における大学コンソーシアムの環境・役割 
Martin Trow が提唱した高等教育制度の段階移行において、米国はマス型とされる 6)。 
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米国の大学は、Harvard College（1636 年）や、William and Mary College（1693 年）
などが創立されて以来、増加の一途を辿り、大学市場は成熟した環境を形成した。2000
年の私立大学は 1,828 校、私立短大は 656 校である 7)。その環境の中、大学コンソーシア
ムも多く創設され、多様な役割や目的を持つ組織が作られた。同宗派の大学が加盟するも
のもある。例えば、1971年に Dunbartonに創設された Christian College Consortiumは、
13 の大学で形成される組織である。どのような役割を果たし、課題を抱えているのか、ケ
ース・スタディを通じて分析する。 
喜多村は、米国の高等教育の重要課題は、｢いかにして無限に出てくるニーズと明らかに
限界のある資源との折り合いを付けるか｣とし、その対応として、｢コンソーシアムの創設
であって、複数の大学が集まって、自校の独自性は失うことなく連携しあい、自校のもて
るカリキュラム、教授団、図書館等の資源を学生に追加的経費を課することなく公開かつ
利用させ、同時に重複する機能を避けて経済的負担を軽減する方式｣と述べた 8)。 
 
2.2 ケース・スタディ―クレアモント大学コンソーシアム―9) 
 本節は、カリフォルニア州クレアモント市にあるクレアモント大学コンソーシアム（以
下、CUC と呼ぶ）を紹介することにより、その役割を分析する。 
CUC は、2003 年現在、ポモナ・カレッジ、スクリップス・カレッジ、クレアモント・
マッケナ・カレッジ、ピッツアー・カレッジ、ハービー・マッド・カレッジ、クレアモン
ト大学院、ケック大学院が加盟している。リベラルアーツ・カレッジが五大学、大学院が
二大学である。その歴史は、1925 年にポモナ・カレッジとクレアモント大学院によって事
務共通センターが設立され、2000 年には独立法人となった。 
スタッフは 350 名在職し、2003 年の予算は 3,500 万＄の規模である。6,000 名の学生と
3,300 名の教職員にサービスを提供している。CUC のミッションは、クレアモント大学群
の学生、教職員のための中心的支援組織である。そのプログラムとサービスは、小規模大
学の卓越した個性やバイタリティを向上させる。CUC のビジョンは、共通の教育的・知
的存在として、クレアモント大学群を向上させ、加盟大学が個別に対応した場合の成果の
合計を上回る成果を提供する。CUC が提供する共通サービスは、次の三つに分類できる。  
①アカデミックなサービス（図書館、ブックストア、植物園、博物館の共通利用）。②制
度面のサービス（広報、警備、会計、人事、情報サービス、不動産管理、リスク管理、共
通利用の食堂、キャンパスの緑地管理・剪定）。③学生向けのサービス（スポーツクラブ、 
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図 2 クレモント大学群のロケーション 
図 3 クレアモント大学群のカテゴリー 
 
カウンセリング、保健サービス、マイノリティー向けイベント開催等）。 
 CUC のメリットとして、｢加盟大学は、スケールメリットを生かすことで、同じ予算で
より大きなサービスを得ることができる｣としている。また、｢規模拡大に走ったりせず、
小規模大学の良さを保ったままで生き残りに成功している。これは、コンソーシアムの貢
献が大きかったと評価されるべき｣としている。 
 CUC の主な機能として、管理経費の削減が挙げられる。小規模大学の事務を共通化し、
固定費の削減を実現することで生き残り戦略の手法としている。CUC は、どの大学にも
共通する教育サービスを包括的に取り扱う事業を請負い、効率的で低廉な共通サービスを
構築した。つまり、喜多村のいう｢経済的負担を軽減する方式｣に該当する。 
 大学コンソーシアムの機能を可能にさせた背景は、図 2、3 の通り、クレモント大学群
のロケーションとカテゴリーが大学群のニーズと立地条件にうまく合致したためである。 
図 2 は、私立の小規模校が郊外に立地していることを示している。しかも、同大学群は、
近隣に位置しており、CUC の共通サービスを享受するには、最適の環境であった。 
 次に、図 3 は、クレモント大学群の教育サービスが学部教育を主体とした内容であり、
広い領域を指向していることを示している。これは、全国をマーケット・エリアとして捉
え、同大学群が地域密着型の教育内容を提供するものではないことを示している。つまり、
郊外に位置 
大都市に位置 
私立 州立 
● クレモント大学群に 
所属するカレッジ群 
学部教育主体 
大学院教育主体 
全国対象 地域社会に奉仕 
● クレモント大学群に 
所属するカレッジ群 
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同大学群が大学分類の地域大学（regional universities/colleges）ではなく、全国大学
（national universities/colleges）のカテゴリーに入るものである。ただし、CUC の効果
を十分に機能させる条件として、クレモント大学群のロケーションとカテゴリーが大きく
関係すると考える。即ち、｢設置形態が同じ私立であり、郊外の近隣に立地していること｣、
｢カリキュラムが学部教育を主体とした広範囲を志向する内容であること｣である。 
 以上の通り、米国の大学コンソーシアムには、経済的負担を軽減する方策として活用さ
れている事例がある。しかし、立地条件や教育内容に関する条件が揃わなければならない。 
 
 
3. 大学コンソーシアム組織に対するアンケート調査報告 
 
 以上の検討結果を踏まえ、本章は、大学コンソーシアム組織に対する調査報告を行う。 
 
3.1 問題設定（調査の意図） 
調査主体は筆者である。調査目的は、大学コンソーシアムの実態や課題を把握し、課題
解決の方向性の参考とすることである。 
調査にあたり、｢施設相互利用を行う事例は少ない｣との予測を行った。大学コンソーシ
アム組織のウェブサイトをみる限り、この分野を目的に掲げる組織は少なかった。 
 
3.2 調査の方法（対象者） 
調査は、2007 年の 5 月に大学コンソーシアムの 40 組織に対して行った。その結果、35
組織から回答が得られた（回答率 87.5%）。 
 
3.3 結果の考察 
図 4 より、50.0%を超える事業は、単位互換 85.7%、産官学地域連携 54.3%、高大連携
54.3%、生涯学習 60.0%、学生交流 51.4%を示している。施設相互利用は 20.0%であった。 
なお、施設相互利用に比較的近い項目と思われる図書館連携は 31.4%であり、施設相互
利用より 11.4 ポイント高い数値であった。 
図 5 より、有償の事業を行っている組織は 1 組織（2.9%）のみであった。その事業内容
は、｢自販機設置事業が収入源だが、その他、セミナー、イベントなどについては、必要最 
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図4 質問1 貴組織が目標としている事業をお教え下さい
（複数回答可）（単位:%）
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ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ
 
 
図5 質問2 貴組織の事業に関連して、加盟大学の管理経費の削減
を目的とした「有償の事業」は行っていますか（単位:%）
いいえ, 85.7
はい,  2.9
答えられない他,
8.6
検討中, 2.9
 
 
低限の経費負担のため、有償で開催しているものもある。ほとんどが赤字で収益にはつな
がらないが、経費削減・軽減にはつながっている｣との回答であった。 
次に、予測（｢施設相互利用を行う事例は少ない｣）の検証を行う。 
図 4 より、施設相互利用の活用度は、20.0%という相対的に低い数値であった。この数
値は、｢ほぼ予測通り｣と捉えることができる。 
調査結果より、以下の実態がわかった。 
日本のコンソーシアム組織では、2.2 で紹介した CUC のようなシステムは構築されてい
なかった。自販機事業や単発的行事において、有償の事業を行う事例がある程度に止まる。 
調査結果の考察より、関連して検討すべき以下の課題が生じた。 
第一に、施設相互利用度が低い要因を明確にする必要がある。 
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大学コンソーシアム機能における施設相互利用のメリットは、1.1 で考察した通り、管
理経費の削減の期待が持てる点にある。しかし、施設相互利用の利用度が低いため、何ら
かの障害やデメリットの存在が考えられる。例えば、地理的な影響はどうであろうか。 
2.2 の CUC のシステムを形成する条件には、｢コンソーシアムの構成者が郊外の近隣に
立地していた｣があった。ただし、日本の大学コンソーシアムにおいては、単位互換も地理
的に近い条件が求められると考えられるが、図 4 の通り、最も高い数値であった。従って、
施設相互利用が低い要因が、必ずしも地理的な問題に因るものではない可能性もある。 
また、地理的要因以外の可能性として、施設利用者の傷害保険をどうするか、施設の管
理体制、セキュリティの問題、光熱水費の経費負担、などの学校負担の問題が考えられる。 
第二に、施設相互利用を活用する大学コンソーシアム組織に対し、｢具体的に、どのよう
な形態で施設を利用したのか｣との疑問がある。大学施設には、建物、校地など、多くの資
産がある。それらを｢どの程度の頻度で利用したのか｣などの確認や調査が求められる。 
第三に、｢施設相互利用を活用する大学コンソーシアム組織は、経費削減にどの程度の効
果があったか｣との疑問がある。費用対効果を考慮した場合、収支対比など金銭的な根拠の
検討が求められる。 
以上の課題は、大学コンソーシアム組織を対象とした調査で全て把握できる情報ではな
いと思われる。そのため、今後、利用者や大学を対象として調査すべき内容である。 
 
 
4. 大学コンソーシアム機能における施設相互利用の活用のために 
 
 本稿は、｢大学コンソーシアム機能における施設相互利用の実態や活用方策の可能性を検
討する｣ことを目的した考察を行った。 
その展開として、大学コンソーシアムの機能を整理したうえで、米国の大学コンソーシ
アムのケース・スタディを行い、日本の大学コンソーシアム組織に対する調査報告を行っ
た。その結果、｢施設相互利用の活用度は、相対的に低い割合である｣実態が判明した。 
米国の管理経費削減の手法として活用されていた事例と比較すると、日本の大学コンソ
ーシアム機能における施設相互利用は、経費削減に主眼を当てたシステムはない。 
 なお、本稿の検討では、｢大学コンソーシアム機能における施設利用度が比較的低い理由｣
や｢大学の管理経費削減を趣旨とした施設利用システムの具体策｣が十分議論できなかった。 
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以上の未解決の課題が残されているため、当該課題の考察を継続して行う予定である。 
本稿のとりまとめにあたり、次の所感を持った。大学コンソーシアムの加盟大学は、教
育内容や経営環境等、異なる事情を持つ機関の集合体である。そのため、｢機能活用のため
には、信頼関係の構築が前提ではないか｣と感じた。つまり、｢大学間の相互理解や信頼関
係の基礎があってこそ、コンソーシアム機能の充実した展開が図れる｣という考えである。 
構成者に｢共存共生｣の認識がなければ、コンソーシアムに加盟する意味が薄くなる。 
 ところで、2006 年度現在、高等教育機関は 1,213 校（国公私立大学 744 校、国公私立
短大 469 校）設置されている。このうち、大学コンソーシアムの加盟機関は、721 である
（59.4%）。大学コンソーシアムという括りの下、加盟する高等教育機関が持つ施設相互利
用システムが実現すると仮定するならば、教育・研究分野だけでなく、財政的な側面にお
いて、大きな便益をもたらせる期待が持てよう。将来的に、大学コンソーシアム機能にお
ける施設相互システムが多くの組織において構築され、その利用価値が認められれば、当
該システムの加盟校は増加し、大学コンソーシアムの意義や必要性が高まると思われる。 
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